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１．はじめに 

東海道新幹線では､日々､線路設備等の保守作業を行っている。深夜の作業時間帯には線路設備であるレール

やまくらぎ､砕石などを取り替えたり､電気設備である架線を張り替えたりする工事が毎日のように行われて

おり､それらの保守作業に欠かせない保守用車は､保守基地から作業箇所に移動して作業を行い､再び保守基地

に戻るまでを､作業時間帯の中で運行している。東海道新幹線の保守用車は 300 両以上にも及び､日常的に一

晩で 60 編成程度､多いときにはそれ以上の数の保守用車を運行する。このように密度の高い保守用車の安全

を保つため､GPS を用いた新しい追突防止システムを事故防止装置として導入したが､このシステム開発での

取り組み及び検証の内容を紹介する。 
２．新しい接近警報装置開発の目的 

保守用車が運行される深夜の作業時間帯は､営業列車の運行を

管理するATCが機能していないため､人間の注意力に頼らざるを

得ない部分が大きい。このため､運行管理を行う作業責任者と運

転実務を行う運転者が乗務し､責任分担を明確にして車両運行を

行っているが､事故を防止するためできるだけ安全性を高める必

要がある。今まで東海道新幹線の保守用車には､保守用車接近警

報装置（他の保守用車､駅及び線路閉鎖工事箇所で発信する電波

の届く範囲（概ね 1.5km）に接近すると警報を発信する）､EB（Emergency 
Brake）装置（15km/h 以上の速度で走行している時に､運転者が 30 秒間

操作をしないと警報の後自動的にブレーキが作動する）､分岐器誤進入防

止装置（分岐器に進入する際､正しく開通していない場合に地上子からの

情報により分岐器の手前で自動的にブレーキが作動する）､逸走防止装置

（停車中に運転者がブレーキをかけないで運転席を離れると赤外線セン

サが反応して自動的にブレーキが作動する）といった事故防止装置が搭

載されてきた。中でも保守用車接近警報装置は､電波が届く範囲には全て警

報する仕組みであり､非常時にブレーキを作動させる機能を持たず､人間の

注意力に頼った装置であった（図１）。 
そこで､より信頼性の高い接近警報装置を開発するため､保守用車の位置

を把握する方法として､GPS を活用することとした。GPS からの位置情報

を基に警報を発信し､非常時に自動的にブレーキを作動し停止させるシス

テムとし､ヒューマンエラーによる事故を防ぐことで安全性を向上させる

ものなったと考えている（図２）。 
３．取り組んだ課題 
 新しい接近警報装置では､危険度により段階的に「追突」、工事区間への「冒進」事故を防止するよう､次の

条件で動作するものとし、GPS からの位置情報取得以外に必要な課題に取り組んだ。 
・相手との距離が 1.5km 以内になると予告警報を鳴動する 
・そのまま接近した場合 30 秒後に非常ブレーキ制御が必要と判断した場合､警報ブザーを鳴動し減速するよ

う運転者に知らせる 
・減速しないで接近し続けると､自動的にブレーキを作動し､安全域を保って停止する 
(1)デジタルマップ 
保守用車の位置は GPS で特定するが､この情報は緯度･経度の情報であるため､線路上のどこにいるかという

情報に置き換える必要がある。そこで現在の衛星画像と現地測量により､東海道新幹線線路の緯度･経度を把握

するためのデジタルマップを作成し､線路平面図に置き換えた。この際､上下線､駅構内､保守基地､トンネル･ 
キーワード：GPS､デジタルマップ､ランダム通信方式 
連絡先 〒100-0005 東京都千代田区丸の内 1-9-1 丸の内中央ビル５Ｆ ＪＲ東海新幹線鉄道事業本部施設部保線課 TEL03-5218-6273 
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図２．新しい保守用車接近警報装置 
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橋りょうの出入り口などについて､画面上で分かりやすいよう､一般的な北が上､東が右の地図ではなく､軌道

の管理で用いられている図に合わせて､東京方向を左､新大阪方向を右､下り線を上側､上り線を下側とする線

路平面図の表示とした（図３）。 
(2)位置情報制御 
今回のシステムでは､GPS 衛星からの位置情報の処理以外にも様々な工夫が必要とされた。GPS 受信が困難

なトンネルなどの区間については､保守用車の車速センサにより距離を演算し､試験車（ドクターイエロー）で

用いられている 1km 毎の地上子を検知し､位置情報を補正する仕組みとした。また､分岐器を通過の際､どちら

の方向に進んだかを自動で判断するため､超音波を用いたレールセンサを取り付け､分岐器通過中にリードレ

ールの頭部を検知することで､左右どちらのレールを先に検出したかにより進んだ方向を判断する。従来手動

で行っていた上下線別の無線周波数の切り替えを自動で行えるようにしただけでなく､デジタルマップとの照

合により､上下線別は同じでも車両が本線と副本線など異なる線上にあった場合に､衝突の危険があるかの判

断も行い制御することとした。 
(3)データ通信方式 
東海道新幹線の保守作業では､日々多くの保守用車が運行されており､GPS や車速センサから得られた自車

の位置情報､速度などのデータ交信を､互いに迅速かつ確実に行う必要がある。そこで､車両間の通信方式につ

いて研究し､「ランダム通信方式」を採用した。「ランダム通信方式」とは､各保守用車が一定の範囲内でラン

ダムに送信のタイミングをずらすことにより､送受信のタイミングが干渉するのを防ぐ方式であり､保守用車

数に応じて相互間の通信サイクルを調整できる。 
(4)新しい機能を追加した地上側設備 
今回のシステムからは､地上側の設備についても安全性の向上が図られている。線路閉鎖工事箇所に配置す

る無線発信機には GPS 機能を付加し､工事の位置（キロ程）の誤入力を防止する仕組みにした。また､従来は

回転灯による注意喚起だけであった横取り基地でも無線発信機を設置し､横取り基地使用時には接近する車両

に各警報､非常ブレーキを作動させる仕組みとした。さらに､保守用車に乗車せず現地に直接立ち入る作業員用

に携帯用無線機を新たに開発し､保守用車の接近を確実に知ることができる安全装置として配備した。 
４．完成したシステム構成 
こうして完成した新しい保守用車接近警報システムは､次のような構成となっている。 

① 保守用車に搭載する車載装置（図４） 
② 線路閉鎖工事箇所に配置して保守用車に情報を発信する線路閉鎖用無線発信機 
③ 沿線にある横取り基地の使用時に保守用車に情報を発信する横取り基地用無線発信機 
④ 保守用車の情報を受信して地上作業員に知らせる携帯用無線機 
このうち､①の車載装置は次のような構成となっている。 

・本体（制御装置､GPS 受信機､ランダム通信用無線機､キー入力装置） 
・表示用液晶カラーモニタ及びスピーカ 
・GPS アンテナ及びランダム通信用無線アンテナ 
・レールセンサ及び車速センサ 
５．新システム導入後の改善 
本格的に全保守用車で使用を開始した平成 19 年 3 月以降､改良を行

った内容について紹介する。 
(1) GPS 受信機ファームウェアの更新 

GPS データ受信の際､まれにエラー情報を受信することで車両があり得ない駅まで瞬間的に移動してしまう

事象が発生したが、GPS 受信機のファームウェアを更新することで不具合が解消することが分かった。 
(2) ランダム通信データのフィルタ処理 
 保守用車同士通信を行う際､同周波数帯に混在する外部からのノイズ電波により､接近警報装置に他車両が

表示されないことがあったため､信号処理の S/N 比を変更してノイズの影響を減じた。 
６．まとめ 
導入後１年余りが経過した本システムだが､当初目立った誤操作もほぼなくなり､保守用車運行の安全を保つ

ために欠かせないものとなっている。今後も精度向上､操作性改善等含め､他の事故防止装置との相互動作も含

めた検討を行い､東海道新幹線の保守作業における事故防止レベルを更に向上していきたいと考えている。 
（参考文献 宇野；東海道新幹線におけるＧＰＳを活用した保守用車追突防止ｼｽﾃﾑの導入 鉄道車両工業 2007.1） 

図４．車載装置
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